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 12－４ 防護工 

    防護工歩掛については，次表を標準とする。 
 

表12．４ 防護工  （防護面積１ｍ2当り）

Ｓ Ｎ 

55 0.017 

 

13． 機 種 の 選 定 

ＰＣ橋片持架設工に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表13．１ 機種の選定 （１工事当り）

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単
位 数量 供用 

日数 摘 要 

柱 頭 部 仮 支 承 工 

コンクリートバイブレータ
（肩掛け（軽便））  台   コンクリート工に含む 

コンクリートブレーカ  〃 1 D  

空気圧縮機  〃 1 D  

P C 鋼 棒 解 放 工 緊張ジャッキ・ポンプ  〃   ＰＣ工に含む 

作 業 車 据 付 解 体 工 
片持架設用移動作業車  〃 1 B 改造費は別途 

持込み台数分計上 

場所打桁架設工具  式 1 C  

作業車クライミング工 チェーンブロック 5t吊 台 1 B  

主

桁

製

作

用

雑

器

具 

型 枠 工 
電気丸のこ  〃 1 A  

電気ドリル  〃 1 A  

鉄 筋 工 

鉄筋切断機 1.5kW 〃 1 A  

鉄筋曲げ機 2.2kW 〃 1 A  

鉄筋加工台  〃 1 A  

ガス切断機  〃 1 A  

電気溶接機  〃 1 A  

コンクリート工 

コンクリートバイブレータ
（肩掛け（軽便）） 

 〃 6 A  

高圧洗浄機 3.7kW 〃 1 A  

P C 工 

緊張ジャッキ，ポンプ  〃 (注)2 A’  

グラウトミキサ,ポンプ  〃 〃 A’  

ウインチ  〃 1 A’  

全 体 発動発電機 37／45kVA 〃 1 A 発動発電機使用の場合  

（注）１．商用電源を使用せず発動発電機を使用する場合は，発動発電機を計上する。 

２．緊張ジャッキ・ポンプの数量については，「13－１」による。 
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 12－４ 防護工 

    防護工歩掛については，次表を標準とする。 
 

表12．４ 防護工  （防護面積１ｍ2当り）

Ｓ Ｎ 

55 0.017 

 

13． 機 種 の 選 定 

ＰＣ橋片持架設工に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表13．１ 機種の選定 （１工事当り）

作 業 種 別  機 械 名 規 格 単
位 数量 供用 

日数 摘 要 

柱 頭 部 仮 支 承 工 

コンクリートバイブレータ
（肩掛け（軽便））  台 － － コンクリート工に含む 

コンクリートブレーカ  〃 1 D  

空気圧縮機  〃 1 D  

P C 鋼 棒 解 放 工 緊張ジャッキ・ポンプ  〃 － － ＰＣ工に含む 

作 業 車 据 付 解 体 工 
片持架設用移動作業車  式 1 B 改造費は別途 

持込み台数分計上 

場所打桁架設工具  〃 1 C  

作業車クライミング工 チェーンブロック 5t吊 〃 1 B  

主

桁

製

作

用

雑

器

具 

型 枠 工 
電気丸のこ  台 1 A  

電気ドリル  〃 1 A  

鉄 筋 工 

鉄筋切断機 1.5kW 〃 1 A  

鉄筋曲げ機 2.2kW 〃 1 A  

鉄筋加工台  〃 1 A  

ガス切断機  〃 1 A  

電気溶接機  〃 1 A  

コンクリート工 

コンクリートバイブレータ
（肩掛け（軽便）） 

 〃 6 A  

高圧洗浄機 3.7kW 〃 1 A  

P C 工 

緊張ジャッキ，ポンプ  〃 (注)2 A’  

グラウトミキサ,ポンプ， 
ウインチ 

 組 (注)2 A’  

全 体 発動発電機 37／45kVA 台 1 A 発動発電機使用の場合  

（注）１．上表は，PC橋片持架設工における１工事当り（作業車２台同時施工時）に使用する機種・数量を示して

おり，各機械の供用日数は，「13－２」により算定し，計上するものとする。 

     商用電源を使用せず発動発電機を使用する場合は，発動発電機を計上する。 

２．PC工の数量については，「13－１」による。 
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令和 2 年度版　国土交通省土木工事積算基準　修正情報
頁 項目 修正前 修正後

817 ⑧ ＰＣ橋片持架設工
13 －１ 16章 橋梁 ⑧ ＰＣ橋片持架設工 
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 13－１ ＰＣ工における緊張ジャッキ・緊張ポンプ，グラウトミキサ，グラウトポンプの台数は次表を標準とする。 
 

１）使用するケーブルシステムがバーシステムのみの場合 

同時に施工する 
作 業 車 の 台 数 使用するPC鋼材の種類 ジャッキ 

の種類 
ジャッキポンプ 

の台数 
グラウトミキサ・ 
ポンプの組数 

2 

φ26(1B26A，1B26B)のみ 50t 4 

1 
φ32(1B32A，1B32B)のみ 70t 4 

φ26(1B26A，1B26B)， 
φ32(1B32A，1B32B)混用 

50t 2 

70t 3 

4 

φ26(1B26A，1B26B)のみ 50t 6 

2 
φ32(1B32A，1B32B)のみ 70t 6 

φ26(1B26A，1B26B)， 
φ32(1B32A，1B32B)混用 

50t 3 

70t 4 

（注）グラウトポンプ・ミキサ１組当り内訳は，ポンプ２台とミキサ１台である。 

 
 
 

２）各種ケーブルシステム混用の場合 

同時に施工する 
作業車の台数 

使用するPC鋼材 
の種類 

ジャッキ・ポンプ 
の台数 

グラウトミキサ・ 
ポンプの組数 

2 

2 
縦 2 

1 

横 
1 

鉛直 

3 
縦 2 

横 
1 

鉛直 

4 

2 
縦 4 

2 

横 
2 

鉛直 

3 
縦 4 

横 
2 

鉛直 

（注）グラウトポンプ・ミキサ１組当り内訳は，ポンプ２台とミキサ１台である。 
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16章 橋梁 ⑧ ＰＣ橋片持架設工 
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 13－１ ＰＣ工における緊張ジャッキ・緊張ポンプ，グラウトミキサ，グラウトポンプ，ウインチの台数は次表を標

準とする。 
 

１）使用するケーブルシステムがバーシステムのみの場合 

同時に施工する 
作 業 車 の 台 数 使用するPC鋼材の種類 ジャッキ 

の種類 
ジ ャ ッ キポン プ 

の台数 
グラウトミキサ・ 

ポンプ・ウインチの組数 

2 

φ26(1B26A，1B26B)のみ 50t 4 

1 
φ32(1B32A，1B32B)のみ 70t 4 

φ26(1B26A，1B26B)， 
φ32(1B32A，1B32B)混用 

50t 2 

70t 3 

4 

φ26(1B26A，1B26B)のみ 50t 6 

2 
φ32(1B32A，1B32B)のみ 70t 6 

φ26(1B26A，1B26B)， 
φ32(1B32A，1B32B)混用 

50t 3 

70t 4 

（注）グラウトポンプ・ミキサ・ウインチ１組当り内訳は，ポンプ２台とミキサ１台，ウインチ１台である。 

 
 
 

２）各種ケーブルシステム混用の場合 

同時に施工する 
作業車の台数 

使用するPC鋼材 
の種類数 

ジャッキ・ポンプ 
の台数 

グラウトミキサ・ 
ポンプ・ウインチの組数 

2 

2 
縦 2 

1 

横 
1 

鉛直 

3 
縦 2 

横 
1 

鉛直 

4 

2 
縦 4 

2 

横 
2 

鉛直 

3 
縦 4 

横 
2 

鉛直 

（注）グラウトポンプ・ミキサ・ウインチ１組当り内訳は，ポンプ２台とミキサ１台，ウインチ１台である。 
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818 ⑧ ＰＣ橋片持架設工
13 －２ 第２編 土木工事標準歩掛 
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 13－２ 供用日数 
    Ａ ：主桁製作用雑器具 

       供用日数＝最初柱頭部施工日数＋ 
Ｂ

片持架設用移動作業車台数
 ＋最終側径間部施工日数 

            ＋最終中央閉合部施工日数 
    Ａ’：ＰＣ工用機器 

       供用日数＝最初柱頭部施工日数（23日）＋ 
Ｂ

片持架設用移動作業車台数
 ＋最終側径間部施工日数 

            ＋最終中央閉合部施工日数 
    Ｂ ：片持架設用移動作業車延供用日数＝52×Ｐ＋１ブロック当り施工日数×ｎ＋Ｓ(必要な場合計上) 
        Ｐ：橋脚数 
        ｎ：総施工ブロック数 
        Ｓ：片持架設用移動作業車引戻日数＝ｎ×0.18（小数点以下切上げ） 
    Ｃ ：場所打桁架設工具供用日数＝片持架設用移動作業車据付・解体日数＋１×移動回数 
    Ｄ ：仮支承撤去日数 
     
 

また，各工程標準施工日数は，次表のとおりとする。 

作 業 種 別 日 数 

柱頭部工施工 101（23） 

片持架設用移動作業車据付・解体 
据 付 19 

解 体 7 

1ブロック当り施工 13 

側径間部施工 

L≦10 54 

10＜L≦20 72 

20＜L≦30 90 

中央閉合部施工 37 

仮 支 承 撤 去 12 

（注）１．緊張ジャッキ・ポンプ，グラウトミキサ，グラウトポンプ，ウインチについて柱頭

部工施工日数は（ ）内の日数とする。 

２．柱頭部の施工延長は，12ｍを標準とする。 

  

13－３ 諸雑費 

諸雑費は，電力に関する経費であり，機械器具損料の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

なお，機械器具損料に片持架設用移動作業車改造費は含まない。 

 

表13．２ 諸雑費率     （％）

商用電源を使用する場合 1 

発動発電機を使用する場合 4 

 

 

（16･⑧･15）

第２編 土木工事標準歩掛 

- 818 - 

 13－２ 供用日数 
    Ａ ：主桁製作用雑器具 

       供用日数＝最初柱頭部施工日数＋ 
Ｂ

片持架設用移動作業車台数
 ＋最終側径間部施工日数 

            ＋最終中央閉合部施工日数 
    Ａ’：ＰＣ工用機器 

       供用日数＝最初柱頭部施工日数（23日）＋ 
Ｂ

片持架設用移動作業車台数
 ＋最終側径間部施工日数 

            ＋最終中央閉合部施工日数 
    Ｂ ：片持架設用移動作業車延供用日数＝52×Ｐ＋１ブロック当り施工日数×ｎ＋Ｓ(必要な場合計上) 
        Ｐ：橋脚数 
        ｎ：総施工ブロック数 
        Ｓ：片持架設用移動作業車引戻日数＝ｎ×0.18（小数点以下切上げ） 
    Ｃ ：場所打桁架設工具供用日数＝片持架設用移動作業車据付・解体日数＋１×移動回数 
    Ｄ ：仮支承撤去日数 
     
 

また，各工程標準施工日数は，次表のとおりとする。 

作 業 種 別  

施 工 日 数 

作業車２台で 
同時施工する場合 

作業車４台で 
同時施工する場合 

柱頭部工施工 101（23） 202（23） 

片持架設用移動作業車据付・解体 
据 付 19 38 

解 体 7 14 

1ブロック当り施工 13 

側径間部施工 

L≦10 54 108（54） 

10＜L≦20 72 144（72） 

20＜L≦30 90 180（90） 

中央閉合部施工 37 

仮支承撤去  12 

（注）１．ＰＣ工用機器（緊張ジャッキ・ポンプ，グラウトミキサ，グラウトポンプ，ウインチ）について柱頭

部工及び側径間部の施工日数は（ ）内の日数とする。 

２．柱頭部の施工延長は，12ｍを標準とする。 

  

13－３ 諸雑費 

諸雑費は，電力に関する経費であり，機械器具損料の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

なお，機械器具損料に片持架設用移動作業車改造費は含まない。 

 

表13．２ 諸雑費率     （％）

商用電源を使用する場合 1 

発動発電機を使用する場合 4 
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823 ⑧ ＰＣ橋片持架設工
14． 単価表 16章 橋梁 ⑧ ＰＣ橋片持架設工 
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（17）ＰＣケーブル工１ｔ当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人  表11.5 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

P C ケ ー ブ ル  t  式11.1，表11.6 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型 
（第1次基準値） 
25t吊 

日  表11.5 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表11.5 

計     
 

（18）ＰＣケーブル定着工締付け方向○○締○○ｔ型10箇所当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人  表11.7 

定 着 装 置 固定側(緊張用又は固定用) 組 10  

諸 雑 費  式 1 表11.7 

計     
 

（19）ＰＣケーブル緊張工締付け方向○○締○○ｔ型10箇所当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人  表11.8 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

定 着 装 置 緊張側（緊張用） 組 10  

諸 雑 費  式 1 表11.8 

計     
 

（20）機械器具損料１工事当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

コンクリートブレーカ  日  表13.1 

空 気 圧 縮 機  〃  〃 

片持架設用移動作業車  〃  〃 

片持架設用移動作業車改造費  台 持込み 
台数 〃 

場 所 打 桁 架 設 工 具  日  〃 

チ ェ ー ン ブ ロ ッ ク 5t吊 〃  〃 

主 桁 製 作 用 雑 器 具  〃  〃 

緊張ジャッキ・ポンプ  〃  〃 

グラウトミキサ・ポンプ  〃  〃 

ウ イ ン チ  〃  〃 

発 動 発 電 機 
排出ガス対策型 
(第1次基準値) 
定格容量37／45kVA 

〃  表13.1 必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表13.2 

計     
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（17）ＰＣケーブル工１ｔ当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人  表11.5 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

P C ケ ー ブ ル  t  式11.1，表11.6 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型 
（第1次基準値） 
25t吊 

日  表11.5 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表11.5 

計     
 

（18）ＰＣケーブル定着工締付け方向○○締○○ｔ型10箇所当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人  表11.7 

定 着 装 置 固定側(緊張用又は固定用) 組 10  

諸 雑 費  式 1 表11.7 

計     
 

（19）ＰＣケーブル緊張工締付け方向○○締○○ｔ型10箇所当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人  表11.8 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

定 着 装 置 緊張側（緊張用） 組 10  

諸 雑 費  式 1 表11.8 

計     
 

（20）機械器具損料１工事当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

コンクリートブレーカ  日  表13.1 

空 気 圧 縮 機  〃  〃 

片持架設用移動作業車  〃  〃 

片持架設用移動作業車改造費  台 持込み 
台数 〃 

場 所 打 桁 架 設 工 具  日  〃 

チ ェ ー ン ブ ロ ッ ク 5t吊 〃  〃 

主 桁 製 作 用 雑 器 具  〃  〃 

緊張ジャッキ・ポンプ  〃  〃 

グラウトミキサ・ポンプ・ウインチ  〃  〃 

発 動 発 電 機 
排出ガス対策型 
(第1次基準値) 
定格容量37／45kVA 

〃  表13.1 必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表13.2 

計     

 

 

（16･⑧･20）

禁無断複製・転載

（2020年８月）



令和 2 年度版　国土交通省土木工事積算基準　更新情報
頁 項目 更新前 更新後

987 ② 土工
２．施工概要
２－２ 土の流れ概念図
及び対応施工パッケー
ジ

２章 土工 ② 土工 
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２－２ 土の流れ概念図及び対応施工パッケージ 

（１）道路土工，河川土工等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２･②･５）

受入れ地（仮置場）・土取場・他工区（他工事）

④

① ② ③

現場内集積場

⑤ 処分場

凡例 ＊ 掘削等施工パッケージ名称を斜体で示した。
＊ 土砂等運搬，押土（ﾙｰｽﾞ）を実線で示した。 ( )
＊ 土材料（購入土）は通常現場着単価であり運搬は土材料に含まれるため破線で示した。 ( )

（図中⑥）
ただし，土材料 (購入土)を土場渡し単価で積算する場合は土砂等運搬を計上する。

＊ 作業土工（床掘り・埋戻し・工区内運搬）における土の流れを一点鎖線で示した。（図中⑤） ( )

１． 掘削に含まれる自工区内の運搬について（図中①，②）
(1)土質が土砂，岩塊・玉石の場合
・ 掘削において，押土「有り」を選択した場合，60ｍ以内の工区内運搬を含む。

(2)土質が軟岩又は硬岩の場合
・ 掘削において，以下の条件を選択した場合，30ｍ以内の工区内運搬を含む。

「軟岩」で施工数量「500m3以上」又は集積押土「有り」を選択した場合
「硬岩」で火薬使用「可」又は集積押土「有り」を選択した場合

２． 土砂等運搬時の積込作業について（図中①～③）
・ 掘削において，条件区分により積込作業を含まない場合がある。
・ 積込(ﾙｰｽﾞ）を別途計上する必要がある条件区分は，「（参考）ダンプトラックによる土砂等運搬時に
積込（ﾙｰｽﾞ）の計上が必要な掘削の積算条件」参照のこと。

３． 地山状態の土を掘削する場合は，掘削を使用する。（図中④）
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２－２ 土の流れ概念図及び対応施工パッケージ 

（１）道路土工，河川土工等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２･②･５）

受入れ地（仮置場）・土取場・他工区（他工事）

④

① ② ③

現場内集積場

⑤ 処分場

凡例 ＊ 掘削等施工パッケージ名称を斜体で示した。
＊ 土砂等運搬，押土（ﾙｰｽﾞ）を実線で示した。 ( )
＊ 土材料（購入土）は通常現場着単価であり運搬は土材料に含まれるため破線で示した。 ( )

（図中⑥）
ただし，土材料 (購入土)を土場渡し単価で積算する場合は土砂等運搬を計上する。

＊ 作業土工（床掘り・埋戻し・工区内運搬）における土の流れを一点鎖線で示した。（図中⑤） ( )

１． 掘削に含まれる自工区内の運搬について（図中①，②）
(1)土質が土砂，岩塊・玉石の場合
・ 掘削において，押土「有り」を選択した場合，60ｍ以内の工区内運搬を含む。

(2)土質が軟岩又は硬岩の場合
・ 掘削において，以下の条件を選択した場合，30ｍ以内の工区内運搬を含む。

「軟岩」で施工数量「5,000m3以上」又は集積押土「有り」を選択した場合
「硬岩」で火薬使用「可」又は集積押土「有り」を選択した場合

２． 土砂等運搬時の積込作業について（図中①～③）
・ 掘削において，条件区分により積込作業を含まない場合がある。
・ 積込(ﾙｰｽﾞ）を別途計上する必要がある条件区分は，「（参考）ダンプトラックによる土砂等運搬時に
積込（ﾙｰｽﾞ）の計上が必要な掘削の積算条件」参照のこと。

３． 地山状態の土を掘削する場合は，掘削を使用する。（図中④）
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